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中小企業者及び中小企業組合等に関する要望 

 

令和７年６月２６日  

全国中小企業団体中央会 

会 長  森    洋 

 

経済・社会情勢が目まぐるしく変化する状況において、中小企業・小規模事業者への対策が適

時適切に実行されるよう、以下の各項目に関して、今後の経済対策、令和８年度予算の概算要求、

税制改正要望等に反映することを切に要望する。 

 

『中小企業・小規模事業者政策調査会提言』、『新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025年改訂版』、

『経済財政運営と改革の基本方針 2025（骨太方針2025）』において盛り込まれているものは、以下の通り記載。 

【中小】：中小企業・小規模事業者政策調査会提言 

  【資本】：新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025年改訂版 

  【骨太】：経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太方針 2025） 

 

１．価格転嫁の促進、賃上げ要請への対応 

（１）中小企業・小規模事業者が、業績の改善・向上を伴った持続的で構造的な賃上げが可能となるよう、

ものづくり補助金や省力化補助金といったあらゆる施策を総動員し、賃上げの原資が確保される環境

整備、支援策の強化・拡充を図ること。【中小】【資本】【骨太】 

（２）物価高に負けない賃上げ実現のため、官公需を含めた価格転嫁対策を着実に進めていくこと。 

【中小】【資本】【骨太】 

（３）エネルギー・原材料価格高騰時への対策を講じること。【骨太】 

（４）2025 年度の中央・地方における最低賃金審議にあたって、①～⑤を実行すること。【資本】【骨太】 

①最低賃金に関する政府方針を示す場合、中小企業・小規模事業者を含む労使双方参加の場での議論 

②法定三要素に関するデータに基づく明確な根拠のもと、納得感のある審議決定 

③中小企業・小規模事業者が自発的・持続的に賃上げできる環境整備の推進 

④中小企業・小規模事業者の人手不足につながる「年収の壁」問題の解消 

⑤改定後の最低賃金に対応するための十分な準備期間の確保 

（５）下請法改正により、中小企業・小規模事業者が事業を受託する際の適正な価格転嫁を促進するとと

もに、中小企業・小規模事業者が発注側となる場合の支払いサイト変更による資金繰りにも万全を期

すこと。【中小】【資本】【骨太】 

（６）サプライチェーン全体での適切な価格転嫁の環境整備や支払条件の適正化等に万全を期すこと。 

（７）中小企業・小規模事業者のイノベーション実現・創出、新市場開拓、新製品・新サービスを生み出す

ための後押しを強力に行うこと。【中小】【資本】【骨太】 

（８）中小企業・小規模事業者のＳＤＧｓ導入加速化に向けた各種支援・優遇措置の創設・拡充を講じる

こと。【中小】【骨太】 
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２．「人」への投資、人手不足への対応 

（１）中小企業・小規模事業者における人材の確保・育成に伴う支援策を強化・拡充すること。 

【中小】【資本】【骨太】 

（２）働く意欲がある方が、持てる力を存分に発揮することができるよう、時間外労働の上限規制の柔軟

な見直しなど、その環境整備を行うこと。【中小】【資本】【骨太】 

（３）社会保険適用拡大や最低賃金上昇に伴う「年収の壁」問題に対する、社会保険に係る年収の壁によ

る働き控えの解消に向けた措置等、中小企業・小規模事業者への支援策を引き続き講じること。 

【中小】【骨太】 

（４）育成就労制度への円滑な移行に向けた環境を整備すること。【資本】【骨太】 

（５）組合等を通じて組合員企業が行う労働環境の改善や人材確保・育成に関する取組みへの助成金増額

等を含めた支援策のより一層の拡充を図ること。 

 

３．円滑な事業承継の促進 

（１）中小企業・小規模事業者の経営者が、事業承継や M&A 等の選択肢も含めた経営判断を円滑に行える

よう、その環境整備を行うこと。【中小】【資本】【骨太】 

 

４．中小企業組合等による事業運営支援・事業活動環境の整備 

（１）組合の新規設立を促進し、連携組織の挑戦や課題にきめ細やかな伴走型支援を推進する中小企業団

体中央会が行う「中小企業等連携組織対策事業」の十分な予算確保を含めた支援の拡充・強化を行う

こと。指導員・職員人件費についても、地方交付税交付金の算定基礎額の引上げを含め、確実な成果

を上げるために必要な予算を確保すること。 

（２）有事における事業継続や迅速な復興のため、組合等連携組織を活用したＢＣＰ・ＢＣＭの取組み、

危機管理体制の整備に対する支援措置の拡充を行うこと。 

（３）特定地域づくり事業協同組合の活用を促進するとともに、継続的に運営を支援すること。【骨太】 

（４）地域の生活拠点となる商店街に対する支援を行うこと。 


